
平成 21年 11月 18日 

 

大阪府総務部契約局契約第二課  

委託役務業務に係る出向社員の取扱いについて 

 
入札等により大阪府が発注する委託役務業務を受注した者が、当該業務を履行するに当たり、

他者から出向社員等を受け入れる場合の取扱いについては、以下のとおりとする。 
 
１ 策定のねらい 

(1) ペーパーカンパニー、ダミー会社等の受注能力のない者の排除 

(2) 入札参加停止措置中の者が受注業者へ自社社員を出向、派遣させることにより業務を実施

する実質的な入札参加停止のがれの防止 

 
２ 用語の定義 

(1) 「受注業者」とは、競争入札等により当該業務を受注した者をいう。 

(2) 「入札参加停止措置中の者」とは、次のア又はイに該当する者をいう。 

ア 大阪府物品・委託役務関係競争入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受け

ている者又は同要綱別表に掲げる措置要件に該当する者 

  イ 大阪府暴力団等排除措置要綱に基づく入札参加除外措置を受けている者又は同要綱別

表に掲げる措置要件に該当する者 

(3) 「出向社員等」とは、出向元と出向先との間で締結された出向契約により、出向先企業の

業務に従事する社員、又は派遣される社員のことをいう。 
    ただし、当該業務に係る入札公告日又は見積書依頼日の１年以上前かつ入札参加停止措

置に該当する日以前から受注業者と出向又は派遣関係が確認できる場合はこの限りでない。 
(4) 「子会社」とは会社法（平成 17年法律第 86号）（以下「法」という。）第２条第３号に定

めるものをいう。また、「親会社」とは法第２条第４号に定めるものをいう。 

 
３ 取扱方針 

  以下の２点については、原則禁止とする。 

 (1) 基幹社員（業務責任者等）への出向社員等の受け入れ 

 (2) 入札公告日から契約締結日まで、又は出向受入時において入札参加停止措置中の者からの 

出向社員等の受け入れ 

 

 ただし、上記３（2）に関して、受注業者から業務の安全かつ確実な引継ぎ、熟練労働者の確

保、雇用の安定等のために最低限必要な出向社員等の受け入れについて、大阪府に事前に承認

願いがあれば、承認基準の全てに該当する場合は承認する。 

 

【承認基準】 

① 出向社員等の受入期間は最長１年間とする。 

② 受け入れる人員数は業務従事者全体の 50パーセント未満とする。 

③ 労働者派遣事業法、職業安定法等の労働法規に違反していないこと。 

（労働者の供給事業などの違法な行為を行っていないこと。） 

④ 受注業者及び出向元（派遣元）企業が親会社・子会社の関係にないこと。 

⑤ 出向元（派遣元）企業が大阪府暴力団等排除措置要綱に基づく入札参加除外措置を受け
ている者又は同要綱別表に掲げる措置要件に該当する者でないこと。 

 

４ その他 

  上記取扱いは、契約書に記載の上、平成 21年 12月１日以降の公告分から適用する。 


